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東京都精神保健福祉ニーズ調査（平成16年度）  

○退院後どのようなところで暮らした  

いか？  

・自宅・アパートなどで「家族と同居」  

（47．5％）  
・自宅・アパートなどで「ひとり暮らし」  

（23．7％）  

○今後、半年以内に退院し  
たいか？  

⇒ 約53％と半数以上の方  

は、「退院して病院以外の場  
所で暮らしたい」  

○退院後の生活で不安なこと  

・病気が再発したり悪化したり  

しないか不安  

・経済的なことが不安  

・家族に負担がかからないか  

不安  

b今乳棚○患者さんに退臨してほ↓く尤  
てほししカ  し理由  

艮院してほしくないlと1い病気がf   

回答が約60％を占め 卜患者さんが社会で∃   
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○現状で退院可能であるのに、退  
院できない理由  

⇒やや「本人に退院の意思がな  

い」「入居先が見つからない」「家  

族が反対」が多いが、特に、回答  

が集中している項目がない。   

○今後、半年以内に退院  
することは可能か？  

⇒「退院の可能性なし」と  

いう回答が半数以上を占  

め、「居住先・支援が整え  
ば退院可能」が、約19％  
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⇒食事、掃  
については、   ｛

 
■
 答と手助けが必要の両極に回答が  

分かれている。金銭管理について  

は、手助けが必要という回答の方が  

やや多い。  

◎入院せず休息できる場所（ショート）  

◎訪問看護サービス  

◎往診サービス  

◎ホームヘルプ  



平成18年度予算要求時資料  

東京都の退院促進支援事業（イメージ図）  

○ 退院促進事業（全体の流れ）  

地域♂）病院・診療所・訪問看  
護  病・病 病■診連携  

障害程度（軽度）  地域生活移行訓 練   
V  

居宅支援  

患者（選定）調査）  
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【公営住宅（単 一琶＝中也∃  摩
 
 

病院との連携・調整  
障害程度（中産）  
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【精神科病院】  
退院促進コーディネー  
ター等の設置（地域生  
活支援センター等）  
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 寒地域生活  

移行訓繹  

ケア会議の開催  

地
域
生
活
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行
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云云云ニ「  ※参考  受入条件が整えば  
助言・支援  

ち、重度（GAF30点以下）の者が約1割、中  
度（GAF60～31点）の者が約5割、軽度  
（GAF61点以上）の者が約4割を占めてお  
り、症状程度から見れば、多様な者が含ま  
れている。（国の「精神障害者の地域生活  
支援の在り方に関する検討会」最終のまと  
めより）  

障害程度（重度）  

（⊃GAF 機能の全般的評価尺度  

70－61点 軽い症状。 60～51点 中程度の症状、機能における中程度の障害程度  

50－41点 重大な症状、機能における重大な障害 40～31点 現実検討か意思伝達にいくらかの欠陥、多くの面で粗大な欠陥  

31～21点 妄想・幻覚に相当影響された行動、意思イ云速か判断に粗大な欠陥  
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東京都退院促進支援事業（概要）  
1退院促進コーディネート事業   

地域生活支援センター等にコーディネーター及びサポーターを配置し、病院への働きかけ   

やグループホームとの調整、ケア会議の開催、支援計画の作成等を行う。   

2 グループホーム活用型ショートステイ事業   

入院期間中からの体験入居による退院支援や精神障害者が地域で安心して生活するため、   

一時的な休息等の場として活用。   

3 精神科訪問看護推進事業   

訪問看護ステーションの初回訪問時に病院看護師等が同行し、ステーション看護師に引   

継ぎ・指導を行う。  

4 地域生活移行支援会議   

地域の実情を反映した退院促進支援事業の手法の改善と普及に向け、情報交換・事例  
の検証・人材育成に関する検討等を行い、関係機関のさらなる連携強化を図る。  

・平成18年度 3地区   ・平成19年度 6地区   



・グループホーム（A型）  

■グループホーム（B型）  

・ケアホーム  

・生活訓練施設  

・適所授産施設  

りト規模通所授産施設  

8か所   

130か所  

5か所  

8か所  

27か所  

69か所  

（新体系移行済  

210か所  

7か所  

41人  

665人  

5人   

155人  

717人  

1，246人  

1か所 20人含む）  

・共同作業所  

・福祉ホーム  

（うち、B型1か所、区地域生活支援事業 2か所）  
■地域活動支援センターⅠ型＋相談支援事業 35か所  

経過的地域生活支援センター  10か所  

その他  2か所  
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多様な住まいの確保  

【量的な確保】□ 新3か年プラン・障害福祉計画  
（新3か年プラン）H18年度 85人 H19年度 85人 H20年度 85人  
（障害福祉計画）第1期 障害福祉計画 255人分  

【多様な住まいの確保】生活訓練施設  

福祉ホーム等、サテライト型グループホ  

ーム、通過型グループホーム  

1  

通過型グループホーム  

滞在型（夜間支援体制）グループホーム  

ケアホーム  

【質の高い相談支援体制の整備】  

地域生活支援センター  

居住サポート事業  

訪問看護事業  

ホームヘルプ事業  

※医療的介入と一体的な相談支援、個々の病状や障害  

ライフステージに応じた柔軟なサービス提供など、当事  

者や家族のみならず、地域住民も相互に安心して快適  

な生活が確保されるための居住サポート  公営住宅・賃貸住宅等への入居促進  



今後の課題  

1広域調整のしくみづくり  

2 区市町村格差   

区部一市町村部 精神科病院の偏在  

3 地域医療の充実   

病■病 病・診連携 訪問看護事業  

4 人材育成  
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